
2020 年４月 28 日 

各 位 

事業の譲受に関するお知らせ 

当社は、2020 年４月 28 日開催の当社取締役会において、株式会社地方のミカタが運営する就

職関連事業を譲り受けることを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．事業譲受の理由 

株式会社地方のミカタは、東京で就職活動をする地方学生を対象として、①就活シェアハウス

の提供、②就活カフェの運営、③インターネットメディアの運営などを行っている会社です。地

方大学生に対しては一定の認知度を有しており、また、地方大学等とも接点があります。 

当社は就職支援サービス「新卒カレッジ®」、および「FutureFinder メディア」において大学

生の就職支援を行っており、今後、地方学生の支援を強化していきたいと考えております。そこ

で、当該事業の譲受によって、より一層、学生支援のサービスを伸ばしていけると考えたため、

当該事業の譲受を行うことを決議いたしました。 

２．事業譲受の概要 

（１）譲受事業の内容

株式会社地方のミカタが所有する以下の事業及び事業の一部

・就活シェアハウス事業

・就活カフェ事業

・インターネットメディア事業

（２）譲受事業の直前事業年度における経営成績

相手先の意向により非開示とさせていただきますが、売上高は、当社 2020 年１月期の

連結売上高の３％未満、経常利益は、当社 2020 年１月期の連結売上高の４％未満です。 

会 社 名 株式会社ジェイック 

代 表 者 名 代表取締役 佐藤 剛志 

（コード番号：7073 東証マザーズ）

問 合 せ 先 取締役経営企画本部長 谷中 拓生 

（TEL. 03-5282-7608） 



（３）資産、負債の項目および金額 

相手先の意向により非開示とさせていただきますが、資産から負債を除した金額は、 

当社 2020 年１月期の連結純資産額の１％未満です。 

 

（４）譲受価額及び決裁方法 

相手先の意向により非開示とさせていただきますが、譲受価額は、当社 2020 年１月期

の連結純資産額の１％未満です。 

 

３．相手先の概要  

（１） 名 称 株式会社地方のミカタ 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門２-３-22 第１秋山ビル４F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 中村 寛治 

（４） 事 業 内 容 地方学生向け就職支援事業、新卒採用企業向け事業 

（５） 資 本 金 20,000 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2014 年５月 14 日 

（７） 純 資 産 10,140 千円（2019 年 12 月 31 日時点）  

（８） 総 資 産 16,845 千円（2019 年 12 月 31 日時点） 

（９） 大株主及び持株比率 
株式会社ヒューマンセントリックス 85.0% 

岩本洋樹 15.0% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

相手先の親会社の概要  

（１） 名 称 株式会社ヒューマンセントリックス 

（２） 所 在 地 東京都港区虎ノ門２-３-22 第１秋山ビル４F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 中村 寛治 

（４） 事 業 内 容 法人向け動画制作事業 

（５） 資 本 金 25,000 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2004 年６月 11 日 

（７） 純 資 産 138,843 千円（2019 年３月 31 日時点）  

（８） 総 資 産 369,811 千円（2019 年３月 31 日時点） 

（９） 大株主及び持株比率 相手先の意向により非開示とさせていただきます。 



（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 営業上の取引関係があります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

※株式会社ヒューマンセントリックスは、事業譲受期日より当面の間、譲受対象資産に含まれる

Web サイトやシステム等の保守・開発等を行います。 

 

 

４．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2020 年４月 28 日 

（２） 契 約 締 結 日 2020 年４月 28 日 

（３） 事 業 譲 受 期 日 2020 年６月上旬 

 

 

５．今後の見通し 

本事業譲受による当社業績への影響は軽微であり、現在公表している業績予想の修正はござい

ません。今後開示すべき事項が生じた場合は速やかにお知らせいたします。  

 

以 上 


